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既存住宅流通の現状

全住宅流通量（既存流通＋新築着工）に占める既存住宅の流通シェアは約13 ５％（平成全住宅流通量（既存流通＋新築着工）に占める既存住宅の流通シェアは約13.５％（平成
20年）であり、欧米諸国と比べると１/６程度と低い水準にある。

【既存住宅流通シェアの国際比較】【既存住宅流通シェアの国際比較】
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（資料）
日 本：住宅・土地統計調査（平成20年）（総務省）、住宅着工統計（平成20年）（国土交通省）
アメリカ：Statistical Abstract of the U.S. 2006
イギリス：コミュニティ・地方政府省（URL http://www.communities.gov.uk/）

（既存住宅流通戸数は、イングランド及びウェールズのみ）
フランス：運輸・設備・観光・海洋省（URL http://www.eqipment.gouv.fr/）

注１）イギリス：住宅取引戸数には新築住宅の取引戸数も含まれるため、「住宅取引
戸数」－「新築完工戸数」を既存住宅取引戸数として扱った。また、住宅取引戸
数は取引額4万ポンド以上のもの。なお、データ元である調査機関のHMRCは、
このしきい値により全体のうちの12％が調査対象からもれると推計している。

注２）フランス：年間既存住宅流通量として、毎月の既存住宅流通量の年換算値の年
間平均値を採用した。
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米国の不動産流通市場の拡大を支える不動産流通システム
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・MLSによる物件情報公開の普及・情報内容の充実

・不動産鑑定（Appraisal）制度の普及・鑑定評価の標準化

・ホームインスペクションの本格普及・制度化
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米国の不動産流通市場における分業化システム

不動産エージェントによる効率的な物件紹介と

不動産事業者による
不動産エ ジ ントの教育 経営管理

ＭＬＳ(Multiple Listing Service）
（売出物件情報管理運営会社）
による物件情報提供

不動産エージェントによる効率的な物件紹介と
消費者保護の実現

最適な住宅ローンの提案

不動産エージェントの教育・経営管理

ホーム・インスペクション(建物検査）

による物件情報提供

第三者機関としての各種調整
決済・書類確認

適正な担保価値の査定に基づく
住宅・リフォームローンの提供

物件の権原調査・保証 2



中古住宅購入によるメリットとデメリット

中古住宅購入者に メリ トとデメリ トを聞いたところ中古住宅購入者に、メリットとデメリットを聞いたところ、
①メリットについては、「価格が安い」が６割以上を占め、また「同じ予算で新築よりも広い家を購入できた」も３割であった。
②デメリットについては、「リフォームやメンテナンス費用がかかる」が最も多く、次いで「住宅設備が古い」といった項目が３
０％を超えた。また、「欠陥がわかった」「耐震性能が心配」など、基本的な住宅性能についてあげた者も２割近くあった。
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※日経BPコンサルティングの調査モニターのうち中古住宅の購入経験
者を対象としたインターネット調査（2010年12月実施）

※この調査は、中古住宅・リフォームトータルプラン検討会のために日経ＢＰ社において行ったもの。
（補助事業により公募・実施）
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住宅省エネ化、耐震化の状況

住宅の省エネルギー化 耐震化が必要な住宅が多数存在住宅の省エネルギ 化、耐震化が必要な住宅が多数存在。

【耐震性が不十分な住宅ストック（推計）】【住宅の省エネ化（二重サッシ又は複層ガラス）率】

耐震性なし 耐震性なし

耐震性あり

震
約１１５０万戸

Ｓ５６
以前

Ｓ５７
以降

耐震性あり

約１０５０万戸

Ｓ５６
以前 Ｓ５７

以降

8.2%9.8% 79.8% 2.2%
2003年
(H15) 計18.0％

Ｓ５７以降
耐震性あり

約２８５０万戸

耐震性あり
約７００万戸

Ｓ５７以降
耐震性あり

約３２５０万戸

耐震性あり
約６５０万戸

2008年
総戸数 約４７００万戸

耐震性あり 約３５５０万戸
耐震性なし 約１１５０万戸

※平成１５年の推計値

総戸数 約４９５０万戸
耐震性あり 約３９００万戸
耐震性なし 約１０５０万戸

※平成２０年の推計値

10.6%10.5% 75.9% 3.0%2008年
(H20)

計21.1％

耐震化率 約７５％ 耐震化率 約７９％
0% 20% 40% 60% 80% 100%

すべての窓にあり 一部の窓にあり なし 不詳

(注）「総戸数 は居住世帯なしの戸数を除いたもの

(資料）住宅・土地統計調査【総務省】をもとに、国土交通省推計

(注）「総戸数」は居住世帯なしの戸数を除いたもの
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○流通円滑化のための制度的支援

具体的施策例（不動産流通システムの改革と良質な住宅ストックの供給）

○流通円滑化のための制度的支援
・住宅の性能・履歴等の情報の充実、中古住宅の適正評価

【H25年度までに既存住宅を長期優良住宅等として認定・評価する制度を導入】
【H32年度までに性能評価住宅の流通割合20%】【H32年度までに性能評価住宅の流通割合20%】

・仲介、リフォーム、インスペクション等、地域の関連事業者が連携して、消費者が安心して
中古市場を活用できるよう体制を構築

・定期借家制度を活用した賃貸住宅供給等による住み替え支援

○リフォーム等に対する支援○リフォ ム等に対する支援
・リフォームによる質の向上（省エネ・耐震改修、住宅・学校等のゼロエネ化）

・中古住宅売買やリフォーム工事に係る瑕疵保険の充実、普及促進

・中古住宅購入費とリフォーム費用を一体的に融資するローンの普及

・高齢者がリフォーム時に活用できるリバースモーゲージの普及
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不動産流通システム改革による我が国の不動産流通市場の活性化に向けて

リフォームの 価格の妥当性が
誰が建てたか判らない

修繕等の情報が判らない
不動産流通
市場の現状

耐震性能・省エネ性能
が判らない

劣化の状況が判らない

リフォ ムの
可否が判らない

不動産業者からの
リフォーム提案がない

価格の妥当性が
判らない

価格の相場が
判らない

後で不具合が
⾒つかるので
はと不安だ

引渡し後の引渡し後の
アフターサービス・アフターサービス・
保証保証（瑕疵保険）（瑕疵保険）の充実の充実

物件情報の収集物件情報の収集
履歴情報等の蓄積履歴情報等の蓄積
情報提供内容の充実情報提供内容の充実

物件調査・説明物件調査・説明
（インスペクション、（インスペクション、
価格査定）価格査定）の対応強化の対応強化

売買契約時の売買契約時の
価格の妥当性価格の妥当性
確認⽅法の充実確認⽅法の充実

不動産流通
システム改⾰
の実施

売買契約前の売買契約前の
リフォームやリフォームや
リノベーションリノベーション
提案の充実提案の充実

不動産流通システム改⾰のための５つの柱

１．消費者にとって必要な情報の整備・提供
①住宅性能など市場流通時の物件情報の充実
②修繕履歴など不動産に係る情報ストックの整備

２．不動産の価格の透明性の向上
建物評価⼿法の⾒直し（リフォーム・改修等の査定への反映）
と⾦融機関など取引関係者への普及

消費者ニーズへの適確な対応
不動産事業者のコンサルティング機能の向上等に ３．先進的な不動産流通ビジネスモデル５．住み替え⽀援など多様な

⼿段による既存ストックの 不動産事業者の サルティ グ機能の向 等
係る施策の実施による不動産流通システムの
構築

の育成・⽀援と成功事例の普及⼿段による既存ストックの
流動化の促進

４．宅地建物取引業者及び従業者の資質の向上
消費者保護のための取引主任者・従業者の教育制度の充実
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地震災害から国民の生命・財産を守るため 住宅の耐震化を進めていくことは重要な課題 耐震性を満たさない住宅は約２割

住宅・建築物の耐震改修促進に係る支援策の概要

地震災害から国民の生命 財産を守るため、住宅の耐震化を進めていくことは重要な課題。耐震性を満たさない住宅は約２割
に達している。政府の「首都圏直下地震の地震防災戦略」及び「住生活基本計画」等において定められた、住宅の耐震化率を
平成27 年度に90％、平成32年度までに95％とする目標を達成するため、住宅・建築物の耐震化を促進。

◇住宅 建築物安全 成事業 抜粋

※多数の者が利用する建築物については80％（H20）→9割（H27）

95%

平成32年における目標

約79％

住宅の耐震化の現状（Ｈ20）

90%

平成27年における目標

◇住宅・建築物安全ストック形成事業（抜粋）

○耐震診断

住宅（共同住宅を含む） 建築物

※住宅・建築物の耐震化に係る事業については、地域住宅計画に基づく事業、社会資本整備総合交付金の効果促進事業においても実施可能。

○耐震診断
間実施 と地方

※H22年度以降は社会資本整備総合交付金において実施。

民間実施：国と地方で２／３
地方公共団体実施：国１／２

○耐震改修

建物の種類 交付率

緊急輸送道路沿道 国と地方で２／３

建物の種類 交付率

緊急輸送道路沿道 公共建築物：国１／３

民間実施：国と地方で２／３
地方公共団体実施：国１／３（緊急輸送道路沿道の場合は１／２）

○耐震改修

◇耐震改修促進税制

緊急輸送道路沿道 国と地方で２／３

避難路沿道 国と地方で１／３

緊急輸送道路沿道 公共建築物 国 ／
民間建築物：国と地方で２／３

避難路沿道 公共建築物：国１／６
民間建築物：国と地方で１／３

住 宅

等
等

○所得税 （H25まで） 耐震改修に要した費用と当該工事に係る標準的な工事費用相当額のいずれか少ない金額の１０％相当額（上限20万円）を所得税から控除
○固定資産税 （H27まで） 一定期間固定資産税額（120㎡相当部分まで）を１／２に減額

住 宅

◇住宅金融支援機構による融資制度

個人向け マンション管理組合向け

○融資限度額：１，０００万円（住宅部分の工事費の80％が上限）
○金利：償還期間10年以内1.74％、11年以上20年以内2.39％

（平成24年3月1日現在）

○融資限度額：原則として１５０万円／戸（共用部分の工事費の80％が上限）
○金利：原則として償還期間10年以内1.46％（平成24年3月1日現在） 7



住宅・建築物の省CO2化を一層促進するため、 環境・ストック活用推進事業において住宅のゼロ・エネルギー化推進事業を
創設 ゼ ネ ギ 住宅等 普及促進を図る

エコ改修への支援制度（環境・ストック活用推進事業）

創設し、ゼロ・エネルギー住宅等の普及促進を図る。

① 住宅のゼロ・エネルギー化推進事業

高性能設備機器と制御機構等の組み合わせによる住宅のゼロ・エネルギー化に資する住宅システムの導入、高性能設備機器と制御機構等の組み合わせによる住宅のゼロ・エネルギー化に資する住宅システムの導入、

② 住宅・建築物省CO2先導事業

中小工務店におけるゼロ･エネルギー住宅の取組みに対する支援 （国土交通省・経済産業省 共同事業）中小工務店におけるゼロ･エネルギー住宅の取組みに対する支援 （国土交通省・経済産業省 共同事業）

【主な補助対象】ゼロ・エネルギー住宅とすることによる掛かり増し費用相当額 等 【補助率】１／２（補助限度額165万円／戸）

② 住宅 建築物省CO2先導事業

省ＣＯ２技術の普及啓発に寄与する住宅・建築物リーディングプロジェクトに対する支援省ＣＯ２技術の普及啓発に寄与する住宅・建築物リーディングプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】先導的な省CO2技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等 【補助率】１／２

③ 建築物省エネ改修推進事業

エネルギー消費量が建物全体で10％以上削減される建築物の省エネ性能の向上に資するプロジェクトに対する支援エネルギー消費量が建物全体で10％以上削減される建築物の省エネ性能の向上に資するプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】省エネ改修工事に要する費用、効果の検証等に要する費用 等 【補助率】１／３

<住宅のゼロ・エネルギー化の取組みイメージ>
■ゼロ・エネルギー住宅

住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギーの活用等により、年間での一次エネルギー消費量
が正味（ネット）でゼロ又は概ねゼロになる住宅。

<建築物の省CO2技術導入の取組みイメージ>
◆新しい建築外皮の導入

太陽熱温水器

躯体の高気密化

躯体の高断熱化

通風・換気による春・
秋など中間期の暖冷
房負荷の低減

太陽光発電省エネ効果

創エネ

動力他

調理

給湯

削減後の一次エネ
ルギー消費量を太
陽光発電等による
創エネにより相殺

年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

削減後の一次エネルギー
消費量を太陽光発電等に
よる創エネにより相殺

太陽光発電パネル
組込ガラス部

◆光ダクトシス
テムの導入

y 
座
標

x 座標
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高効率空調蓄電池

地中熱利用

高効率給湯器

冬季の日射取得
夏季の日射遮蔽

創エネ
効果

冷房

暖房

削減前 削減後 太陽光発電 等

ー
消
費
量

一般住宅 ゼロ・エネルギー住宅

普通ガラス部

8



○UR団地を、高齢者がいつまでも在宅で安心、元気に生活ができる拠点に再生

ＰＰＰ手法を活用したＵＲ賃貸住宅用地の再生①

― 長寿社会に向けたまちづくりをハード・ソフト両面から実現 ―

団地の再生により生み出す用地を民間や市に賃貸、譲渡

官民連携による在宅医療拠点の整備官民連携による在宅医療拠点の整備（（柏市豊四季台団地の事例柏市豊四季台団地の事例））

平成24年2月11日に総理視察

団地の再生により生み出す用地を民間や市に賃貸、譲渡

サービス付き高齢者向け住宅と地域医療拠点を平成２６年初めに開設し、２４時間対応の地域包括

ケアシステムを具体的に構築

豊四季台団地が拠点となって、地域全体が超高齢社会にあっても安心して暮らすことを可能にする

団地の再生により生み出す用地を民間や市に賃貸、譲渡

官 民 連 携 に よ る 在 宅 医 療 拠 点 の 整 備官 民 連 携 に よ る 在 宅 医 療 拠 点 の 整 備 （（ 柏 市 豊 四 季 台 団 地 の 事 例柏 市 豊 四 季 台 団 地 の 事 例 ））

既存ＵＲ賃貸住宅

公園 約1.0ha
H25.3移管予定

【地区概要】

○所在地 千葉県柏市豊四季台

○地区面積 約32.3ｈａ

○戸数 ①従前戸数 4,666戸（昭和39年度管理開始）

②建替後戸数 約2,100戸

（事業期間 平成15年度 平成35年度（予定））

位置図

子育て
施設

サービス付き高齢者向け住宅と地域医療拠点を平成２６年初に開設し、２４時間対応の地域包括ケアシステムを
具体的に構築

豊四季台団地が拠点となって、地域全体が超高齢社会にあっても安心して暮らすことを可能にする

既存ＵＲ賃貸住宅
300戸

ｻｰﾋﾞｽ付高齢者向け住宅

民間分譲マンション等
〈土地譲渡〉

（事業期間 平成15年度～平成35年度（予定））

○現状総戸数 UR賃貸 約3,200戸

○現状総人口 UR賃貸 約6,800人

既存ＵＲ賃貸住宅

既存ＵＲ
賃貸住宅
440戸

ｻ ﾋ ｽ付高齢者向け住宅
㈱学研ココファン
〈土地賃貸〉 UR賃貸住宅

予定地

商業施設
〈土地賃貸〉

UR賃貸住宅
予定地

幼稚園（既存増築）

〈土地賃貸〉

幼稚園

銀行

ＵＲ賃貸 1,212戸
Ｈ20年10月・Ｈ23年9月

入居済

既存 賃貸住
1,240戸

戸

民間分譲マンション等
〈土地譲渡〉地域医療拠点

〈土地賃貸〉

民間分譲マンション
有楽土地㈱

〈H22.3土地譲渡〉

※H24.2時点

特別養護老人ﾎｰﾑ
（社福）子羊会

〈H21.7～土地賃貸、H23.10開設〉 9



ＰＰＰ手法によるＵＲ賃貸住宅団地の福祉拠点化ＰＰＰ手法によるＵＲ賃貸住宅団地の福祉拠点化（（船橋市高根台団地の事例船橋市高根台団地の事例））

ＰＰＰ手法を活用したＵＲ賃貸住宅用地の再生②

団地の再生により生み出す用地を民間に賃貸・譲渡し、サービス付き高齢者向け住宅、小規模多機能施設、総合病院等を整備

周辺も含む地域全体の福祉拠点としてＵＲ賃貸住宅団地を再生

ＰＰＰ手法によるＵＲ賃貸住宅団地の福祉拠点化ＰＰＰ手法によるＵＲ賃貸住宅団地の福祉拠点化（（船橋市高根台団地の事例船橋市高根台団地の事例））

【地区概要】

○所在地 千葉県船橋市高根台

○敷地面積 約44.7ha

○戸数 ①従前戸数 4 608戸

高根台つどいの家
（サービス付き高齢者向け住宅等）

㈱生活科学運営
〈H19.9土地譲渡、H21開設〉

調整池
高根台

児童ﾎｰﾑ

高根台
保育園

UR賃貸住宅 891戸

○戸数 ①従前戸数 4,608戸
（昭和36年管理開始）

②建替後戸数 2,990戸
（事業期間 平成11年度～

平成２９年度（予定））

○現状総戸数 ＵＲ賃貸 約2,770戸

民間分譲マンション等
野村不動産㈱ほか

〈H23.3～土地譲渡〉

UR賃貸住宅 891戸
～H23.3入居済 ○現状総人口 ＵＲ賃貸 約6,000人

賃貸

既存UR賃貸住宅継続管理区域
（1,879戸）

ＵＲ賃貸住宅建替事業区域
（従前戸数 戸 建替え後約 戸）

市営駐輪場

高齢者支援施設等
（社福）秀心会

〈H24.2～土地賃貸〉

認可保育所
（社福）靖心会

UR賃貸
予定地

高根
公団駅

（従前戸数2,729戸→建替え後約1,110戸）

総合病院
（医）徳州会

商業施設
〈土地賃貸〉

（社福）靖心会
〈土地賃貸〉

〈H22.3土地譲渡、
H25開設予定〉
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２３ ８兆円

国内における旅行消費額（平成２２年（２０１０年））

日本人海外旅行
（国内分）
1.3兆円（5.4%）

訪日外国人旅行
1 3兆円（5 7%）

２３．８兆円

日本人国内日帰り旅行
5.1兆円（21.4%）

1.3兆円（5.4%） 1.3兆円（5.7%）
日本人国内宿泊旅行
16.1兆円（67.5%）

出典：国土交通省観光庁「旅行 観光消費動向調査」 日本銀行「国際収支状況（確報）」より出典：国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査」、日本銀行「国際収支状況（確報）」より

我が国経済への貢献度（経済効果）

生産波及効果 ４９．４兆円 ･･･５．５％（対国民経済計算 産出額）

付加価値誘発効果 ２５．２兆円 ･･･５．２％（対名目ＧＤＰ）

雇用誘発効果 ４２４万人 ･･･６．６％（対全国就業者数）

税収効果 ４．０兆円 ・・・ ５．３％（対国税＋地方税） 11



国際会議の開催状況

●世界の国際会議の開催件数は、近年、着実に増加。 ●2010年の国際会議開催件数で、日本は世界第2位。アジアで第1
が

●世界の国際会議の開催件数は、近年、着実に増加。
●地域別にみると欧州が最も多いが、アジア地域が2005年から

2010年の5年間で約2.3倍になるなど急激に成長している。

位。2010 年はAPECやCOP10 の関連会議が多数開催されるなど
の特殊要因もあり、件数が増加したところ。

●外国人参加者数は2005年から2010年の5年間で約40％の伸びに

止まっており、開催件数増加に寄与しているのは小規模の国際会
議が多いことが窺える。

2005 2006 2007 2008 2009 2010

日本 14位 17位 5位 4位 5位 2位

シンガポール 15位 13位 4位 3位 2位 3位

議が多 とが窺える。

521
579 369

12,000
アフリカ

10,318
11,085

11,503
11,519

開催件数
（件）

大陸別 国際会議の開催件数
（2005～2010年）

韓国 17位 16位 15位 12位 11位 8位

オーストラリア 13位 15位 14位 14位 16位 12位

2位 日本１位 アメリカ 936件2 052
2,402

2,594 3,0461,824 1,640

1,978
1,976

1,862 1,719

426 399

404

8,000

10,000

アジア
急増

南北アメリカ
8,953 8,871

開催件数
（件） 2位 日本

741件

3位

4位 フランス 686件

5位 ベルギー 597件

700

800

5 846 6 194 5 973

264 234
334 340 274 4121,305 1,353

2,052

4,000

6,000

ヨーロッパ

オセアニア
（件）

8位 韓国
464件

3位
シンガポール
725件

400

500

6005,134 5,245 5,550 5,846 6,194 5,973

0

2,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010

ヨ ロッパ

（年）

12位 豪州
356件

UIA統計
※UIA（国際団体連合:Union of International Associations

200

300

2005 2006 2007 2008 2009 2010 （年）

0

100

2005 2006 2007 2008 2009 2010 （年） 12


